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１  計画の趣旨、 現状 
  計画の趣旨  

○ 学校における課題が複雑化・ 多様化する中において、 学習指導要領を踏まえ

た教育課程等を 確実に実施し 、 質の高い教育を持続発展さ せるためには、 学校

における働き 方改革を実質的かつ着実に推進するこ と が必要不可欠です。  
 
○ 県では、平成3 1 年４ 月から ３ 年間、「 学校における業務改善アク ショ ンプラ

ン」 に取り 組むと と も に、 県教育委員会、 市教育委員会では、 「 在校等時間の

上限に関する方針」 を制定し 、 それに基づいた取組を 行っ てき まし た。  
 
○ 令和７ 年６ 月の給特法等の改正を 受けて全面改正さ れた指針では、 服務を 監

督する教育委員会及び校長等の学校の管理職は、 労働安全衛生法などの関係法

令に基づき 、 教育職員の勤務時間管理や健康管理を 徹底し 、 業務分担の見直し

や適正化、 必要な環境整備等を 進めるこ と が求めら れています。 また、 教育職

員の心身の健康を損なう こ と がないよう 、 安全配慮義務を 十分に果たすこ と が

明記さ れています。  
 
○ 志布志市の全ての子供たちが、 未来を 生き 抜く 豊かな力を 身に付け、 その将

来に大き く 羽ばたく こ と ができ るよう 、教育の役割は一層重要と なっ ています。

また、 子供たちを 最前線で支える教育職員一人一人が心身と も に健康で、 その

専門性を 十分に発揮し て質の高い授業や教育活動を 担っ ていけるよ う な環境整

備が求めら れています。  
 
○ こ れら のこ と を 踏まえながら 、 学校における働き 方改革を 通し て、 本市の学

校教育が更に充実すると と も に、 教育職員一人一人が、 意欲を 高め能力を 最大

限に発揮し 、 働き がいを も っ て教育活動を展開でき る勤務環境の実現ができ る

よう 、 本計画に基づく 取組を 進めてまいり ます。  
  

  志布志市の現状  
○ 本市では、 令和２ 年３ 月に、 所管に属する学校の教育職員の在校等時間の上

限に関する指針と し て県教委から 示さ れた「 鹿児島県立学校の教育職員の健康

及び福祉の確保を図るための措置に関する規則」 （ 以下「 規則」 と いう ） を踏

まえ、 学校の教育職員の在校等時間の上限を 定める方針と し て、 「 教師の勤務

時間の上限に関する指針」 を 定め、 教育職員の在校等時間の管理及びその時間

の縮減に取り 組んでまいり まし た。  
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○ 具体的には、 教育職員の在校時間を 校務支援システム（ See- Smile2 ） によ

り 計測するこ と で客観的に校長等が確認し たり 、開錠（ 出勤） 及び施錠（ 退勤）

時刻の目安を 設定し たり 、 部活動休養日を 設定し たり し てき まし た。  
 
○ また、 業務改善に効果のあっ た取組等を 紹介し 活用を 促し たり するほか、 業

務改善に積極的な学校の取組を 管理職研修会において紹介し たり する等、 管理

職のマネジメ ント 能力の向上も 図っ てき まし た。  
 

○ こ う し た取組の結果、本市における教育職員の時間外在校等時間の状況につ

いて、 令和６ 年度は次のと おり でし た。   
 
【 令和６ 年度の時間外在校等時間の状況】  

 
月 4 5 時間を上回る割合 月 8 0 時間を 上回る割合 

小学校 中学校 小学校 中学校 

上半期 2 0 .3 ％ 3 1 .1 ％ 0 .9 ％ 2 .4 ％ 

下半期 2 3 .0 ％ 2 3 .3 ％ 0 .6 ％ 1 .5 ％ 

 
○ 時間外在校等時間が月4 5 時間を 超える割合が小・ 中学校で上半期・ 下半期と

も 2 0 ％を 超えていて、 特に中学校の上半期が高く なっ ています。 その理由と し

て、 部活動の終了時刻が上半期の方が遅いこ と が考えら れます。 小学校では、

下半期がやや高く なっ ていますが、 学校行事等が多く 、 その準備等に時間を要

し ている こ と が影響し ているこ と が考えら れます。 また、 わずかではあり ます

が、 時間外在校等時間が月8 0 時間を超える教育職員も います。  
 
○ こ う し たこ と を 踏まえ、 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置法第８ 条に基づいて、 本計画を 策定するも のです。  
 
２  目標  

本計画において達成を 目指す目標は次のと おり と する。   
  時間外在校等時間に関する目標  

ア  １ か月時間外在校等時間が4 5 時間以下の割合を 1 0 0 ％と し ます。   
イ  １ 年間における １ か月時間外在校等時間の平均時間を 3 0 時間程度と し ます。 
ウ 教育職員の１ 年間時間外在校等時間を 3 6 0 時間以下と し ます。  
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  ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスや働き がい等に関する目標 
（ 【  】 内は令和６ 年度の数値）   

ア  年間の年次有給休暇の平均取得日数を 1 5 日以上と し ます。【 1 2 .4 日】  
イ  スト レスチェ ッ ク における高スト レス者の割合を ０ ％と し ます。  

【 1 6 .2 ％】  
  ウ 育児に係る休暇・ 育児休業取得計画表の作成率 1 0 0 ％を目指し ます。  
 
３  計画の期間  

令和８ 年度～令和1 1 年度 
※ 志布志市特定事業主行動計画の期間に合わせます。  
※ １ 年ごと に各年度の取組内容を整理し 、 必要に応じ て更新し ます。  

 
 
４  実施する業務量管理・ 健康確保措置の内容  

本市では、 本計画期間中の重点事項と し て、 次の内容に取り 組みます。   
  「 業務の３ 分類」 を踏まえた業務の見直し   

ア  学校以外が担う べき 業務  
(ｱ)  登下校時の通学路における日常的な見守り 活動等  

各地域の実状を 踏まえつつ、 スク ールガード 、 学校運営協議会等と 連携

し 、 保護者、 地域住民による通学路の見守り 活動等を 引き 続き 推進し ま

す。   
 

 (ｲ)  放課後から 夜間などにおける校外の見回り 、 児童生徒が補導さ れた時の

対応 
放課後から 夜間の見回り 等の例と し ては、定期的、あるいは長期休業中や

地域行事の際に行っ ている見守り 等があり ます。 こ れら については保護者・

地域住民に委ねるこ と と し ます。  
補導さ れた児童生徒の引き 取り に関し て、 保護者が第一義的な責任を 負

う こ と について、 学校運営協議会等において認識を 共有し ます。  
 

   (ｳ)  学校徴収金の徴収・ 管理（ 公会計化等）  
      Ｐ Ｔ Ａ 会費等の学校徴収金について、 銀行口座振替で一括管理でき るよ

う 各学校で推進し ます。  
 

( ｴ)  保護者等から の過剰な苦情や不当な要求等の学校では対応が困難な事案

への対応 
「 学校におけるカ スタ マーハラ スメ ン ト への対応に関する 指針」 （ 令和
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７ 年９ 月策定） を周知し 、 保護者・ 地域と 学校と のより よい関係を つく ると

と も に、 教育職員の負担軽減と 教育の質の維持を 図り ます。 また、 留守番機

能電話を 設置し 、勤務時間以外は留守番電話機能を活用すると と も に、緊急

時の連絡先は、市教育委員会と なるこ と を 保護者・ 地域住民にＰ Ｔ Ａ 等の機

会を捉えて周知し 理解を 得ら れるよう にし ます。  
 

イ  教師以外が積極的に参画すべき 業務  
(ｱ)  調査・ 統計等への回答 

   校務支援システム（ See- Smile2 ） の機能等を 活用するこ と によっ て、 市

から 学校に発出さ れる調査の回答に係る事務負担を 軽減し ます。また、国や

県から 依頼さ れる調査等について、市教育委員会で予め内容等を 確認し 、調

査内容の重複等を 精査し て学校の回答に係る負担を 軽減し ます。  
 
(ｲ)  Ｉ Ｃ Ｔ 機器、 ネッ ト ワーク 設備の日常的な保守・ 管理 
   実状に応じ てＩ Ｃ Ｔ 支援員のサポート や、 外部業者と の連携を 積極的に  

行い、 Ｉ Ｃ Ｔ 機器やネッ ト ワーク 設備の日常的な保守・ 管理を 行います。  
 
(ｳ)  校舎の解錠・ 施錠 

  教頭等、 特定の教育職員に校舎の解錠、 施錠の業務が集中するこ と がない

よう 、 教育職員で役割の見直し を推進し ます。  
 

 (ｴ)  部活動 
   国、 県の動向を 踏まえながら 、 令和８ 年度より 、 平日も 含めた部活動の地

域展開を推進し ます。  
 
ウ 教師の業務だが、 負担軽減を 促進すべき 業務  
(ｱ)  授業準備、 学習評価や成績処理  

校務支援システム（ See- Smile2 ） の機能や、 Ｉ Ｃ Ｔ 機器を活用するこ と

によっ て、授業準備、採点作業や成績処理等にかかる事務負担を 軽減し ます。 
 

  (ｲ)  学校行事の準備・ 運営 
     行事内容を見直し 精選を 図ると と も に、 地域コ ミ ュ ニティ 協議会等と 連携

し た準備、 運営を検討し ます。  
 

(ｳ)  支援が必要な児童生徒・ 家庭への対応  
スク ールカ ウンセラ ー・ スク ールソ ーシャ ルワーカ ー等の専門的な知見を

活用し つつ、 教育職員が連携・ 協働し た支援体制を 構築し ます。 また、 教育
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委員会において医療・ 福祉・ 警察等の関係機関と 学校と の連携に関する研修

を実施するなど、 学校が組織と し て関係機関と 連携・ 協働し 、 適切な役割分

担のも と 支援を 受けるこ と のでき る体制を構築し ます。  
特別支援教育支援員、 医療・ 福祉に関する専門的な人材、 学校教育専門官

等の学校への派遣を 拡充し ます。  
 

  学校における措置の推進 
学校における 以下の措置を 推進する こ と で、 教育職員が担う 業務の適正化を  

図り ます。   
ア  各学校の教育課程における 年間総授業時数や週当たり 授業時数について  

は、 年度当初の計画段階で真に必要な時数と なるよう 設定する。 特に、 標準授

業時数を 大幅に上回っ て編成さ れている場合には、 予備時数を 2 0 時間程度と

し 、 指導体制に見合う も のと なるよう 見直す。   
イ  当初のねら いが形骸化し 十分な効果が見込めない活動等の見直し 、 清掃時 

間・ 頻度の見直し など、 日課表の工夫を行います。  
ウ デジタ ル技術の活用により 校内・ 教育職員間の事務・ 連絡業務や保護者対応

業務等の校務を 効率化し 、 「 Ｇ Ｉ Ｇ Ａ スク ール構想の下での校務Ｄ Ｘ チェ ッ ク

リ スト 」 に基づいた自己点検の達成状況を 4 5 0 点にし ます。  
 

   教育職員の健康及び福祉の確保に関する取組  
教育職員の健康及び福祉を 確保するため、 労働安全衛生法等の規定を 遵守する

と と も に、 次の内容に取り 組みます。   
ア  校長は、教育職員の時間外在校等時間について絶えず状況把握に努めると と

も に、 業務量の平準化等について調整を 図る。 １ か月時間外在校等時間が4 5
時間を 超えた教育職員に対し ては面接を 行い、 改善に向けての指導・ 助言を 行

います。  
イ  １ か月時間外在校等時間が1 0 0 時間を 超えた教育職員に、医師による面接指

導を 実施し ます。   
ウ 終業時刻から 次の始業時刻の間に1 1 時間を 目安と する 勤務間イ ンタ ーバル 

の確保に取り 組みます。   
エ  心身の健康問題についての相談窓口や、 担当者の周知を徹底し ます。   
オ スト レスチェ ッ ク の実施率1 0 0 ％を維持し 、実施後の集団分析の結果等を公

表するなどし て更なる職場改善を推進し ます。   
カ  年次有給休暇について、 まと まっ た日数を 連続し て取得でき るよう 、 各学校

に対し て取得を促進する働き 掛けを 行います。   
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５  関連する取組、 今後のフ ォ ローアッ プについて   
  取組の着実な実行を 図るため、 市内各学校の教育職員の在校等時間の状況やス

ト レスチェ ッ ク 集団分析の結果等を 把握し 、 毎年度、 志布志市のＨ Ｐ で公表する

と と も に、 定例の教育委員会及び総合教育会議において報告するこ と と し ます。  
 
  学校での児童生徒等の支援に当たる医療・ 福祉に関する人材を 確保するに当た

り 、 関係部局・ 関係機関と と も に取り 組みます。   
 
  時間外在校等時間にかかる 目標の達成状況については、 校務支援シ ス テ ム

（ See- Smile2 ） で把握し 、 その他の状況については、 本市で導入し ているスト

レ スチェ ッ ク の結果や、 年次有給休取得日数調べから 把握し ます。   
 
  市教育委員会において各学校の状況を 確認し 、 本計画の内容に照ら し て課題が

見ら れると き は、 当該学校に聞き 取り を行い、 改善でき るまで伴走型の指導等を

行います。特に、時間外在校等時間が長時間と なっ ている教育職員がいる学校や、

業務の持ち帰り や休憩時間の確保が課題と なっ ている学校に対し ては、 当該年度

中にも 速やかに状況が改善さ れるこ と を 目指し 、 当該学校に対する個別の支援・

指導を 実施し ます。   
 
  各学校における働き 方改革の取組が進むよう 、 様々な機会を捉え各学校へ本計

画の周知を 行う と と も に、 管理職向けにマネジメ ント 等に関する研修を 充実さ せ

るなど、 市教育委員会から の支援を 強化し ます。 各学校においては、 校長をはじ

めと し た管理職のリ ーダーシッ プのも と 、 学校運営協議会の理解と 協力を 得なが

ら 教育職員の働き 方改革に向けて取り 組みます。  
 
  保護者、 地域の理解を 促進するため首長部局と 連携し 、 保護者や地域のコ ミ ュ

ニティ 協議会等に対し て、 本市における「 業務の３ 分類」 を はじ めと する業務量

管理・ 健康確保措置の内容について周知を 行う と と も に、 具体の項目について協

力を得ら れるよう に取り 組みます。  
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